
全国福祉事務所長会議次第  

平成18年5月15日（月）  
13：00～17：00  

於 メルパルクホール  

1．開会挨拶  

社会・援護局長 中 村 秀 一  

13：00～13：20  

2．第一部 行政説明   13：20～15：00  

（1）生活保護の適正運営と自立支援  
（社会・援護局保護課長 福本浩樹）  

（2）生活保護の医療費  

（保険局調査課長補佐 本田衛子）  

（3）精神障害者の自立支援  

（社会・援護局障害保健福祉部精神■障害保健課長補佐 鷲見 学）  

（4）ハローワークにおける就職支援  
（職業安定局雇用開発課就労支援室長補佐 棄藤 昇）  

（5）母子家庭の母に対する総合的な自立支援  
（雇用均等・児童家庭局家庭福祉課母子家庭等自立支援室長 山本麻里）  

【休憩 10分】  

3．第二部 事例紹介  15：10～16：50   

（1）板橋区赤塚福祉事務所  （所長 藤井麻里子氏）  

赤塚福祉事務所における自立支援プログラムの策定と実施  

（2）相模原市南福祉事務所  （所長 椎名 孝典氏）  

政策決定を受け、市の施策として取り組む自立支援プログラム  

（3）千葉市中央福祉事務所  
千葉市の母子家庭施策について   

（4）質疑  

（所長 藤井 義孝氏）  

4．閉会挨拶  16：50～17：00  
大臣官房審議官（雇用均等・児童家庭、生活保護担当） 白 石 順 一   



全国福祉事務所長会議 資料一覧  

1．社会 ・援護局長説明資料  

2．全国福祉事務所長会議資料  

3．生活保護の都道府県別分析  

4．福祉事務所別データ  

5．母子家庭の母の自立支援関係資料   



社会■援護局長 説明資料  

平成18年5月15日  

全国福祉事務所長会議   
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資料：福祉行政報告例   



被保護人員数等の前年同月比の推移  

対前年同月比（％）  

昭和5556 57 58 59 60 6162 63平成元2 3 4 5 6 7 8 9 1011121314151617  
年度  

2   



被保護人員の伸び率と失業率の推移  

失業率（％）  被保護人員対前年同月比（％）   

昭和5556 57 58 59 60 61 62 63平成元2  3 4 5 6 7 8  9 1011121314151617  
年度   

3  



世帯類型別世帯保護率の推移  

平成7年   平成16年   

総数   14．7  （100．0）   21．5  （146．0）   

うち高齢者世帯  45．3 （100．0）  48．7 （107．6）  

母子世帯  108．7 （100．0）  139．7 （128．6）  

その他世帯  
（傷病一障害者世帯を含む）  

8．5 （100．0）  12．3 （144．7）   

単位は％0、指数は平成7年を100としたもの。  
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福祉事務所の設置状況等  
平成18年2月調査  

福祉事務所の数  
（平成11年3月）  

全体   1，198  

都道府県  34．0  

市  854  

町村  4  

（平成18年4月）  

全体   1，233  

都道府県  246  

市  979   

町村  8  

喧  

市町村の数   

（平成18年4月）  

全体 1，820  

市  779   

町  844  

村  197  

（平成11年3月）  

全体  3，232  

市  670   

町  1，994  

村  568  

都道府県事務所管内の状況  

（平成11年3月）  

①人口  27，397，934（21．6％）  

②面積（kポ）  266，286（78．8％）  

③被保護世帯数   124，604（18．8％）  

④査察指導員数  672（23，3％）   

（平成18年4月）  

13，725，326（10．7％）   

161，585（47．8％）  

74，557（7．5％）  

405（13．4％）  

1，496（7．9％）  

全国の数  

・人口二国勢調査（12年、17年）  

・面積：全国都道府県市区町村面積調（16年度）  

・被保護世帯：福祉行政報告例（10、16年度平均）  

・査察指導員、現業員：現況調査（10、16年度）  

⑤現業員数  2．242（15．5％）  

括弧内は全国数に占める都道府県事務所が所管する区域等の割合  
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地方自治体の種類別 被保護世帯数等の分布  
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地域別保護率（7年度、16年度）  

7年度   16年度   
7－16  

伸び   
％○   ％。   

＝重県  4．7   6．8   2．1  

滋賀県   4．2   5．6   1．4   

14．3   18．3   4．0   

11．4   23．2   11．8   

7．9   13．7   5．8   

奈良県   7．8   1D，6   2．8   

故山県   7．3   10．5   3．2   

6．1   7．5   1．4   

4．5   5．2   0．7   

臆旦   10＿R   14．5   3．7   

太県   7．5   8．2   0．7   

9．4   12．6   3．2   

8．5   11．1   2．6   

＿．児島県   10．5   13．8   3．3   

＝≡茎≡   12，9   14．5   1．6   

7年度   16年度   
7－16  

伸び   
％○   ‰   

国  7．0   11．1   4．1  

ヒ海道   15．4   22．9   7．5   

11．0   15．3   4．3   

］手県   5．2   7．3   2．1   

4．1   7．3   3．2   

吏E】県   7．0   10．6   3．6   

3．4   4．2   0．8   

4．0   6．8   2．8   

3．1   5．2   2．1   

3．1   6．0   2．9   

2．6   4．1   1．5   

3．1   6．9   3．8   

3．2   7．1   3．9   

8．1   14．9   6．8   

5．7   11．1   5．4   

3．2   5．2   2．0   

2．0   2．2   0．2   

＿川魚   2．7   4．3   1．6   

2＿1   2．6   0．5   

型県   2．2   3．7   1．5   

野県   2．3   3．1   0．8   

阜県   2．0   3．0   1．0   

同県   2，2   4．0   1．8   

辛口県   3．4   5．7   2．3   

資料：福祉行政報告例  

注二指定都市ヰ核市は都道府県に含む  
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7年度、16年度の保護率（高→低）  

資料：福祉行政報告例  

注二指定都市・中核市は都道府県に含む  8   



7年度及び16年度の保護率の増加幅（高→低）  

山【コ県   ク7   福♯県   ∩＿5   

ク＿6   ＿2   

資料：福祉行政報告例  

注：措定都市・中核市は都道府県に含む  
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県別保護率の状況（1）  

（北海道、青森県、岩手県の比較）  
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県別保護率の状況（2）  

（長崎県、熊本県、大分県の比較）  

11   
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福祉事務所に期待する当面の取組  
一 生活保護の適正化は、国、地方共通の課題 －  

1「生活保護行政を適正に運営するための手引」の活用  

2 地域の特性を踏まえた創意工夫のある生活保護行政  

3 自立支援プログラムの推進  

4 福祉事務所組織の活性化  
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自立支援プログラムの策定状況  

・平成18年度  

＞方針：全自治体で策定  

平成17年度の実績  
※平成17年12月未現在   

【自治体のプログラム策定状況】  

●  

＞自治体のプログラム策定予定   

（4月時点まとめ）  
ロ策定済  

■策定なし  

【ハローワークとの連携事業の実施状況】  
□策定済  

■策定予定  

●未定  
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自立支援への取組の状況  

自立支援プログラムの策定状況（平成17年12月現在）   

保護の実施自治体全828のうち、プログラムを策定している自治体は285  

いるプログラムは5 8 5  て
 
 

れ
 
 

さ
l
 
 

定
訳
 
 

策
内
 
 

【
 
 就労支援関係  311  

日常生活自立関係 214  
（例：長期入院からの退院促進等）  

社会生活自立関係  7 0  

（例：福祉1環境等の地域貢献活動への参加等）   

ハローワークにおける生活保護受給者等就労支援事業の実施状況  
（平成18年3月現在）  

支援対象者数   支援開始者数   

①  

うち就職者②   

生活保護受給者   彗011   73C粉   4，553   3，007   

41．1％となっている。  （注）支援開始者数①に占める就職者数②の割合は   
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医療扶助  

医療扶助の内訳は、入  
院が6割、入院のうち、  
精神疾患が4割  

生活保護費の半分は  

医療扶助  

介護扶助  

451億円  
（1．8％）  

生活保護費 計2兆5250億円  
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生活保護の医療の特徴  

・生活保護の医療は国民健康保険と比較すると  

＞入院の割合が高い  

＞入院は   

－1日当たり医療費は低く、1件当たり日数は多い   

－1件当たり医療費は、国民健康保険の0．9倍  
＞入院外（医科）は   

－1日当たり医療費は同等、1件当たり日数は多い   
－1件当たり医療費は、国民健康保険の1．4倍  

・精神入院患者の2割が生活保護   

一条件が整えば退院可能な患者7万人。うち生活保護は2割  
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